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地方創生 ふるさと納税

三寒四温を繰り返しながら、季節は一歩一歩、春に向かっているようです。これから新しい生

活を迎える人には、春は別れと出会いの季節でもあります。受験生を持つ親にとっては落ち着

かない日々なのではないでしょうか。私もその１人です。

中国は旧正月の「春節」を迎え、日本を訪れる中国人が家電店で大量の商品を買う姿がニュ

ースで紹介されていました。１００万円を握りしめて買い物する姿は圧巻です。山梨県の富士五

湖周辺にも多くの観光客が訪れています。円安の影響もあり、春節に限らず日本を訪れる外国

人の数は増加傾向にあり、かつての東京や京都などだけではなく地方都市に行く方々も増えて

いるそうです。

とはいえ、世界遺産や有名な観光資源などない地方都市は大変だろうなと思ったら、とんでも

ない町がありました。その町は北海道の枝幸町歌登（旧歌登町）。７０００人いた人口も過疎化と

高齢化で２０００人を切る状況の町です。札幌から２８０km の距離、観光資源に乏しい町にあった

町営のホテル「うたのぼりグリーンパークホテル」も大きな赤字を抱えていました。

そこで、いろいろな経営の改革を行う中で、タイ人に特化した「おもてなし」を追求していきま

した。円安とは言え、日本に頻繁に来ることができるタイ人は少ないです。四季折々の日本の文

化を滞在中にできるだけたくさんホテル内で体験できるように考えました。“寿司握り、餅つき、

流しそうめん、生花”など３５のプログラムを創りました。一番人気のあるプログラムは「鮭の解体

ショー」です。マグロではありません。

日本に住む日本人には違和感があるかもしれませんがわずか、２、３日の滞在でタイ人に日

本を体験してもらうにはこれが最適の方法だったのです。その結果は、誘致初年となる２０１０年  

が２８３人、２０１１年は４２４人、２０１２年は６２１人、２０１３年

は１０００人を超えました。

私たちは、思い通りの結果が得られないと、予算が無い、

リソースが無いと外部のせいにしてしまいがちですが、知恵

を絞り、お金をかけずに大きなリターンを得ている人がたくさ

んいます。地域で町興しをしていく努力をまだまだやってい

かなければいけないのかもしれませんね。

今年も確定申告の時期がやってきました。近年人気上昇中なのが『ふるさと納税』です。都道

府県・市区町村に対する寄付金のうち２,０００円を超える部分について、一定限度額まで、所得

税、住民税から控除される制度で、２００８年に導入されました。自治体によっては、お米や高級

肉、海産物や旬の果物といった“おいしいもの”や“宿泊券”などの特典がもらえてお得！と評判

です。

ふるさと納税の適用者は２００８年から２０１０年までは約３万人であったが、東日本大震災があ

った２０１１年には約７４万人と急増しました。２０１２年には約１０万人となったものの当初の約３

万人よりは高い水準で行われています。

しかし、メリットばかりではなく想定外のデメリットも起こっています。制定時には考慮されてい

なかった用途として、大災害の際に義捐目的と見られる多額の寄付がこの制度を利用していま

す。一例として、東日本大震災においては、主要被災地の各県（岩手・宮城・福島）宛てだけで

も前年の全国寄付総額の６倍以上の寄付がなされました。

なお、義捐目的での多額の寄付に関して、確定申告によって多額の控除と還付金が発生し

たことにより、寄付者が居住する自治体にとっては想定外の出費（還付金）を強いられるという事

態も発生してしまいました。

２０１１年、長野県軽井沢町在住の住民が東日本大震災で被災した東北3県に約７億円の寄付

を行いました。株式売却によって生じた住民税約１億円を源泉徴収されていましたが、確定申

告により寄付分が控除対象となり約７,９００万円が還付されることになったのです。このことによ

り、軽井沢町は当該住民から本来納税される２０１２年の町民税額が大幅に減じたばかりでなく、

還付金として約４,７００万円を負担することになってしまいました。

制度には良い面ばかりではありませんが、「地方創生」を

１つの目玉政策に掲げている安倍政権は、謝礼品合戦など

になっているこの『ふるさと納税』制度の本来の目的を考え

ると見直す必要がありそうですね。


